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IP通信網サービス契約約款 別冊（ドットフォンサービス）【現改⽐較表】 

 2021年３⽉１⽇現在 
〜2021年３⽉31⽇ 2021年４⽉１⽇〜 

 

⽬次 （略） 

 

第１章〜別記 （略） 

 

料⾦表 

 

通則 （略） 

 

第１表 料⾦（附帯サービスの料⾦を除きます。） 

 第１ 利⽤料⾦ 

  １ 第１種ドットフォン契約に係るもの 

   １-１ 適⽤ 

区  分 内         容 

(1)〜(3) （略） （略） 

(4) 当社の機器

の 故 障 等 に よ

り 正 し く 算 定

ア （略） 

イ 当社の機器の故障等により加⼊電話等設備、ＩＰ電話設備

（当社が別に定めるものに限ります。）及び料⾦表第１表（料

⽬次 （略） 

 

第１章〜別記 （略） 

 

料⾦表 

 

通則 （略） 

 

第１表 料⾦（附帯サービスの料⾦を除きます。） 

 第１ 利⽤料⾦ 

  １ 第１種ドットフォン契約に係るもの 

   １-１ 適⽤ 

区  分 内         容 

(1)〜(3) （略） （略） 

(4) 当社の機器

の故障等により

正しく算定する

ア （略） 

イ 削除 
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す る こ と が で

き な か っ た 場

合 の 料 ⾦ の 取

扱い 

⾦）１－２－４のイに規定する地域から第１種ドットフォン

利⽤回線への通信について接続通信時間を正しく算定するこ

とができなかった場合の取り扱いについては、（7）（着信秒数

に応じたダイヤルアウト通信料の減額の適⽤）に定めるとお

りとします。 

（注１） （略） 

（注２） 本欄イに規定する当社が別に定めるものは、当社のＩＰ通信

網サービス契約約款 共通編 別記３（ＶｏＩＰ協定事業者）

(2)（電気通信番号規則別表第６号に定める電話番号に係るも

の）に記載された協定事業者との相互接続に係るものとしま

す。 

(5) （略）  （略） 

(6) ⼀定額を上

限としたダイヤ

ルアウト通信料

の⽉極割引の適

⽤ 

ア〜キ （略）  

ク アの場合において、その第１種ドットフォン契約が合算ド

ットフォン請求（次表の５に規定する請求をいいます。以下同

じとします。）に係るとき（その合算ドットフォン請求に係る

契約が共通編第34条の３（債権の譲渡）に規定する債権の譲

渡に係るときを含みます。）は、次表の６に規定する料⾦を合

計したものを第１種ドットフォン定額割引対象料⾦とみなし

て取り扱います。 

 表５ （略） 

ことができなか

った場合の料⾦

の取扱い 

 

 

 

 

 

（注１）（略） 

 

 

 

 

 

(5) （略）  （略） 

(6) ⼀定額を上

限としたダイヤ

ルアウト通信料

の⽉極割引の適

⽤ 

ア〜キ （略）  

ク アの場合において、その第１種ドットフォン契約が合算ド

ットフォン請求（次表の５に規定する請求をいいます。以下

同じとします。）に係るとき（その合算ドットフォン請求に係

る契約が共通編第34条の３（債権の譲渡）に規定する債権の

譲渡に係るときを含みます。）は、次表の６に規定する料⾦を

合計したものを第１種ドットフォン定額割引対象料⾦とみ

なして取り扱います。 

 表５ （略） 
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 表６ 

 請求  

 ①  第１種ドットフォン定額割引対象料⾦ 

②  合算ドットフォン請求（第１種ドットフォン契

約に係るものに限ります。以下この表において同

じとします。）に係る第２種ドットフォン契約（タ

イプ１に係るものに限ります。）に係る第２種ドッ

トフォン着割適⽤対象料⾦（料⾦表第１表第１の

２（第２種ドットフォン契約に係るもの）に規定す

るものをいいます。以下同じとします。）及び代表

機能に係る第２種ドットフォン利⽤回線に係るダ

イヤルアウト通信料（第２種ドットフォン契約者

から申出があった場合に限ります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表６ 

 請求  

 ①  第１種ドットフォン定額割引対象料⾦ 

②  合算ドットフォン請求（第１種ドットフォン契約

に係るものに限ります。以下この表において同じと

します。）に係る第２種ドットフォン契約（タイプ

１に係るものに限ります。）に係る第２種ドットフ

ォン利⽤回線に係る⽀払いを要するダイヤルアウ

ト通信料（その第２種ドットフォン契約が代表機能

の利⽤に係る場合であって第２種ドットフォン契

約者から申出があった場合は、その代表機能に係る

第２種ドットフォン利⽤回線に係るダイヤルアウ

ト通信料を含みます。）及び第２種ドットフォン利

⽤回線から発信した当社の電話等サービス契約約

款に規定する地域指定特定番号着信機能及び複数

同時接続機能に係る通話に関する料⾦（その第２種

ドットフォン契約者の⽀払義務に係るものに限り

ます。）の⽉額累計額を合算したもの（(5)（選択制

によるダイヤルアウト通信料の⽉極割引の適⽤）欄

に規定する割引の適⽤があるときは、適⽤した後の

額とします。） 
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③ 合算ドットフォン請求に係る第３種ドットフォン

契約（タイプ６に限ります。以下この欄において同じ

とします。）に係る第３種ドットフォン着割適⽤対象

料⾦（料⾦表第１表第１の３（第３種ドットフォン契

約に係るもの）に規定するものをいいます。以下同じ

とします。） 

 

(7) 着信秒数に

応じたダイヤル

アウト通信料の

減額の適⽤ 

ア 当社は、第１種ドットフォンサービス（タイプ１⼜はタイプ

３に限ります。）に係る着信秒数に応じた減額について次のと

おり適⽤します。 

(1) 当社は、第１種ドットフォン着割額算定対象通信(ⅰ)（加

⼊電話等設備、ＩＰ電話設備（当社が別に定めるものに限りま

す。）及び料⾦表第１表（料⾦）１－２－４のイに規定する地

域から第１種ドットフォン利⽤回線（タイプ１⼜はタイプ３

に係るものに限ります。）への通信をいいます。）があった場合

に、第１種ドットフォン着割適⽤対象料⾦(ⅰ)（次表の１に規

定する料⾦（(5）（⼀定額を上限としたダイヤルアウト通信料

の⽉極割引の適⽤）に規定する割引の適⽤がある場合は、適⽤

した後のものとします。)を合算したものをいいます。以下同

③  合算ドットフォン請求に係る第３種ドットフォ

ン契約（タイプ６に係るものに限ります。）に係る

⽀払いを要するダイヤルアウト通信料及び第３種

ドットフォン利⽤回線から発信した当社の電話等

サービス契約約款に規定する地域指定特定番号着

信機能及び複数同時接続機能に係る通話に関する

料⾦（その第３種ドットフォン契約者の⽀払義務に

係るものに限ります。）を合算したもの 

 

(7) 削除 削除 

ア 当社は、第１種ドットフォンサービス（タイプ１⼜はタイ

プ３に限ります。）に係る着信秒数に応じた減額について次

のとおり適⽤します。 

(1) 当社は、第１種ドットフォン着割額算定対象通信(ⅰ)（加

⼊電話等設備、ＩＰ電話設備（当社が別に定めるものに限り

ます。）及び料⾦表第１表（料⾦）１－２－４のイに規定する

地域から第１種ドットフォン利⽤回線（タイプ１⼜はタイプ

３に係るものに限ります。）への通信をいいます。）があった

場合に、第１種ドットフォン着割適⽤対象料⾦(ⅰ)（次表の

１に規定する料⾦（(5）（⼀定額を上限としたダイヤルアウト

通信料の⽉極割引の適⽤）に規定する割引の適⽤がある場合
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じとします。）の⽉額累計額について、その料⾦⽉の第１種ド

ットフォン着割額（ⅰ）（第１種ドットフォン着割額算定対象

通信(ⅰ)の秒数を60で除して得た値の端数を切り捨てた値に

0.5を乗じて得た額とします。以下同じとします。）を減額し

て適⽤します。この場合において、当社は、その料⾦⽉におけ

る消費税相当額を加算する前の第１種ドットフォン着割適⽤

対象料⾦(ⅰ)の⽉額累計額の国際通話及び国内通話の⽐率

（次表の２の左欄及び右欄にそれぞれ規定する区分における

⽐率をいいます。）で第１種ドットフォン着割額（ⅰ）を按分

しそれぞれ適⽤します。 

ただし、第１種ドットフォン着割適⽤対象料⾦(ⅰ)の⽉額累

計額が 第１種ドットフォン着割額（ⅰ）を超えない場合は、

第１種ドットフォン着割適⽤対象料⾦(ⅰ)の⽉額累計額を第

１種ドットフォン着割額（ⅰ））として取り扱います。 

 

表１ 

料⾦ 

① 第１種ドットフォン利⽤回線に係る⽀払いを要すダイ

ヤルアウト通信料 

② 第１種ドットフォン利⽤回線から発信した当社の電話

等サービス契約約款に規定する地域指定特定番号着信機

は、適⽤した後のものとします。)を合算したものをいいます。

以下同じとします。）の⽉額累計額について、その料⾦⽉の第

１種ドットフォン着割額（ⅰ）（第１種ドットフォン着割額算

定対象通信(ⅰ)の秒数を60で除して得た値の端数を切り捨

てた値に0.5を乗じて得た額とします。以下同じとします。）

を減額して適⽤します。この場合において、当社は、その料

⾦⽉における消費税相当額を加算する前の第１種ドットフ

ォン着割適⽤対象料⾦(ⅰ)の⽉額累計額の国際通話及び国内

通話の⽐率（次表の２の左欄及び右欄にそれぞれ規定する区

分における⽐率をいいます。）で第１種ドットフォン着割額

（ⅰ）を按分しそれぞれ適⽤します。 

ただし、第１種ドットフォン着割適⽤対象料⾦(ⅰ)の⽉額

累計額が 第１種ドットフォン着割額（ⅰ）を超えない場合は、

第１種ドットフォン着割適⽤対象料⾦(ⅰ)の⽉額累計額を第

１種ドットフォン着割額（ⅰ））として取り扱います。 

 

表１ 

 料⾦ 

 ① 第１種ドットフォン利⽤回線に係る⽀払いを要するダイ

ヤルアウト通信料 

② 第１種ドットフォン利⽤回線から発信した当社の電話等
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能及び複数同時接続機能に係る通話に関する料⾦（その

第１種ドットフォン契約者の⽀払義務に係るものに限り

ます。） 
 

 

 

 

 表２ 

ダイヤルアウト通信の区分 

国際通話（料⾦表第１表第 

１（利⽤料⾦）１－２－４ 

（ダイヤルアウト通信料） 

のイ（通信のうち本邦と外 

国（インマルサットシステ 

ム⼜はボーダフォン（マル 

タ）に係る移動地球局（海 

事衛星通信を取り扱う船舶 

に設置した地球局及び可搬 

型地球局をいいます。以下 

同じとします。）を含みま 

す。）との間で⾏われるもの

に係るダイヤルアウト通信

をいいます。） 

国内通話（左欄以外のもの 

をいいます。） 

 

(2) (1)の場合において、その第１種ドットフォン契約が合算

サービス契約約款に規定する地域指定特定番号着信機能及

び複数同時接続機能に係る通話に関する料⾦（その第１種

ドットフォン契約者の⽀払義務に係るものに限ります。） 

 

 

 表２ 

 ダイヤルアウト通信の区分  

 国際通話（料⾦表第１表第 

１（利⽤料⾦）１－２－４ 

（ダイヤルアウト通信料） 

のイ（通信のうち本邦と外 

国（インマルサットシステ 

ム⼜はボーダフォン（マル 

タ）に係る移動地球局（海 

事衛星通信を取り扱う船舶 

に設置した地球局及び可搬 

型地球局をいいます。以下 

同じとします。）を含みま 

す。）との間で⾏われるもの

に係るダイヤルアウト通信

をいいます。） 

国内通話（左欄以外のものを 

いいます。） 

 

(2) (1)の場合において、その第１種ドットフォン契約が合算

ドットフォン請求に係るとき（その合算ドットフォン請求に
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ドットフォン請求に係るとき（その合算ドットフォン請求に

係る契約が共通編第34条の３（債権の譲渡）に規定する債権

の譲渡に係るときを含みます。）は、その合算ドットフォン請

求における合計着割適⽤対象料⾦額（次表の３に規定する料

⾦を合計した額をいいます。以下同じとします。）について、

その料⾦⽉の合計着割額（次表の４に定める額を合計した額

をいいます。以下この欄において同じとします。）を減額して

適⽤します。 

ただし、合算ドットフォン請求における合計着割適⽤対象

料⾦額が合計着割額を超えない場合は、合計着割適⽤対象料

⾦額を合算ドットフォン請求における合計着割額として取り

扱います。 

 

表３ 

料⾦ 

①  第１種ドットフォンの着割適⽤対象料⾦(ⅰ) 

② 第２種ドットフォン契約（タイプ１に係るものであっ

て、合算ドットフォン請求に係るものに限ります。以下

この欄において同じとします。）に係る第２種ドットフ

ォン着割適⽤対象料⾦及びその第２種ドットフォン契約

に係る代表機能に係る第２種ドットフォン利⽤回線に係

係る契約が共通編第34条の３（債権の譲渡）に規定する債権

の譲渡に係るときを含みます。）は、その合算ドットフォン

請求における合計着割適⽤対象料⾦額（次表の３に規定する

料⾦を合計した額をいいます。以下同じとします。）につい

て、その料⾦⽉の合計着割額（次表の４に定める額を合計し

た額をいいます。以下この欄において同じとします。）を減

額して適⽤します。 

ただし、合算ドットフォン請求における合計着割適⽤対象

料⾦額が合計着割額を超えない場合は、合計着割適⽤対象料

⾦額を合算ドットフォン請求における合計着割額として取

り扱います。 

 

表３ 

 料⾦  

 ①  第１種ドットフォンの着割適⽤対象料⾦(ⅰ) 

② 第２種ドットフォン契約（タイプ１に係るものであっ

て、合算ドットフォン請求に係るものに限ります。以下こ

の欄において同じとします。）に係る第２種ドットフォン

着割適⽤対象料⾦及びその第２種ドットフォン契約に係

る代表機能に係る第２種ドットフォン利⽤回線に係るダ

イヤルアウト通信料（第２種ドットフォン契約者から申出
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るダイヤルアウト通信料（第２種ドットフォン契約者か

ら申出があった場合に限ります。） 

③ 第３種ドットフォン契約（タイプ６に係るものであっ 

て、合算ドットフォン請求に係るものに限ります。以下こ

の欄において同じとします。）に係る第３種ドットフォン

着割適⽤対象料⾦ 

表４ 

着割額 

①  第１種ドットフォン着割額(ⅰ) 

② 第２種ドットフォン着割額 

③ 第３種ドットフォン着割額(ⅰ) 
 

 

イ 削除 

ウ 当社の機器の故障等により加⼊電話等設備、ＩＰ電話設備

（当社が別に定めるものに限ります。）及び料⾦表第１表（料

⾦）１－２－４のイに規定する地域から第１種ドットフォン

利⽤回線への通信について接続通信時間を正しく算定するこ

とができなかった場合の第１種ドットフォン着割額（第１種

ドットフォン着割額(ⅰ)及び第１種ドットフォン着割額(ⅱ)

とします。以下同じとします。）の取り扱いは、次のとおりと

します。 

があった場合に限ります。） 

③ 第３種ドットフォン契約（タイプ６に係るものであっ

て、合算ドットフォン請求に係るものに限ります。以下こ

の欄において同じとします。）に係る第３種ドットフォン

着割適⽤対象料⾦ 

表４ 

 着割額  

 ①  第１種ドットフォン着割額(ⅰ) 

② 第２種ドットフォン着割額 

③ 第３種ドットフォン着割額(ⅰ) 
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(1) 過去１年間の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇

の初⽇（初⽇が確定できないときにあっては、種々の事情を総

合的に判断して機器の故障等があったと認められる⽇）の属

する料⾦⽉の前12料⾦⽉の各料⾦⽉における１⽇平均の着信

秒数に応じた第１種ドットフォン着割額が最⾼となる値に、

算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た額。 

(2) (1)以外の場合 

把握可能な実績に基づいて当社が別に定める⽅法により算

出した１⽇平均の着信秒数に応じた第１種ドットフォン着割

額が最⾼となる値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて

得た額。 

（注１）本欄ア及びウに規定する当社が別に定めるものは、当社のＩＰ

通信網サービス契約約款 共通編 別記３（ＶｏＩＰ協定事業者）(2)

（電気通信番号規則別表第６号に定める電話番号に係るもの）に記載

された協定事業者との相互接続に係るものとします。 

（注２）本欄ウに規定する当社が別に定める⽅法は、原則として、次の

とおりとします。 

(1) 過去２か⽉以上の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇前の実

績が把握できる各料⾦⽉における１⽇平均の着割額が最⾼となる

 

 

 

イ 削除 

ウ 当社の機器の故障等により加⼊電話等設備、ＩＰ電話設備

（当社が別に定めるものに限ります。）及び料⾦表第１表（料

⾦）１－２－４のイに規定する地域から第１種ドットフォン

利⽤回線への通信について接続通信時間を正しく算定する

ことができなかった場合の第１種ドットフォン着割額（第１

種ドットフォン着割額(ⅰ)及び第１種ドットフォン着割額

(ⅱ)とします。以下同じとします。）の取り扱いは、次のとお

りとします。 

(1) 過去１年間の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった

⽇の初⽇（初⽇が確定できないときにあっては、種々の事情

を総合的に判断して機器の故障等があったと認められる⽇）

の属する料⾦⽉の前12料⾦⽉の各料⾦⽉における１⽇平均

の着信秒数に応じた第１種ドットフォン着割額が最⾼とな

る値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た額。 

(2) (1)以外の場合 

把握可能な実績に基づいて当社が別に定める⽅法により
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値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た額 

(2) 過去２か⽉間の実績を把握することができない場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇

前の実績が把握できる期間における１⽇平均の着割額⼜

は故障等の回復後の７⽇間における１⽇平均の着割額の

うち⾼い⽅の値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて

得た額 

(8)〜(11)（略） （略） 

 

 

   １－２ 料⾦額 （略） 

 

２ 第２種ドットフォン契約に係るもの 

   ２－１ 適⽤ 

区  分 内         容 

(1)〜(3) （略） （略） 

算出した１⽇平均の着信秒数に応じた第１種ドットフォン

着割額が最⾼となる値に、算定できなかった期間の 

（ 

 

 

 

注１）本欄ア及びウに規定する当社が別に定めるものは、当社の）( 

(8)〜(11)（略） （略） 

 

 

   １－２ 料⾦額 （略） 

 

２ 第２種ドットフォン契約に係るもの 

   ２－１ 適⽤ 

区  分 内         容 

(1)〜(3) （略） （略） 
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(4) 当社の機器

の故障等により

正しく算定する

ことができなか

った場合の料⾦

の取扱い 

ア （略） 

イ 当社の機器の故障等により加⼊電話等設備、ＩＰ電話設

備（当社が別に定めるものに限ります。）及び料⾦表第１

表（料⾦）１－２－４のイに規定する地域から第２種ドッ

トフォン利⽤回線への通信について接続通信時間を正し

く算定することができなかった場合の取り扱いについて

は、（6）（着信秒数に応じたダイヤルアウト通信料の減額

の適⽤）に定めるとおりとします。 

（注１） （略） 

（注２）本欄イに規定する当社が別に定めるものは、当社のＩＰ通

信網サービス契約約款 共通編 別記３（ＶｏＩＰ協定事業者）

(2)（電気通信番号規則別表第６号に定める電話番号に係るもの）

に記載された協定事業者との相互接続に係るものとします。 

(5) （略） （略） 

（6）着信秒数に応

じたダイヤルア

ウト通信料の減

額の適⽤ 

ア 当社は、第２種ドットフォン着割額算定対象通信（加⼊電話等

設備、ＩＰ電話設備（当社が別に定めるものに限ります。）及び

料⾦表第１表（料⾦）１－２－４のイに規定する地域から第２種

ドットフォン利⽤回線（タイプ１に係るものに限ります。）への

通信をいいます。以下この欄において同じとします。）があった

場合に、第２種ドットフォン着割適⽤対象料⾦（次表の１に規定

する料⾦を合算したもの（(5)（選択制によるダイヤルアウト通

(4) 当社の機器

の故障等により

正しく算定する

ことができなか

った場合の料⾦

の取扱い 

ア （略） 

イ 削除社の機器の故障等により加⼊電話等設備、ＩＰ電話

設備（当社が別に定めるものに限ります。）及び料⾦表第１

表（料⾦）１－２－４のイに規定する地域から第２種ドッ

トフォン利⽤回線への通信について接続通信時間を正しく

算定することができなかった場合の取り扱いについては、

（6）（着信秒数に応じたダイヤルアウト通信料の減額の適

⽤）に定めるとおりとします。 

（注１） （略） 

（注２）本欄イに規定する当社が別に定めるものは、当社のＩＰ通信

網サービス契約約款 共通編 別記３（ＶｏＩＰ協定事業者）(2)

（電気通信番号規則別表第６号に定める電話番号に係るもの）に

記載された協定事業者との相互接続に係るものとします。 

(5) （略） （略） 

（6）削除着信秒数

に応じたダイヤ

ルアウト通信料

の減額の適⽤ 

削除ア 当社は、第２種ドットフォン着割額算定対象通信（加⼊電話

等設備、ＩＰ電話設備（当社が別に定めるものに限ります。）及び

料⾦表第１表（料⾦）１－２－４のイに規定する地域から第２種ド

ットフォン利⽤回線（タイプ１に係るものに限ります。）への通信

をいいます。以下この欄において同じとします。）があった場合に、

第２種ドットフォン着割適⽤対象料⾦（次表の１に規定する料⾦

を合算したもの（(5)（選択制によるダイヤルアウト通信料の⽉極
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信料の⽉極割引の適⽤）欄に規定する割引の適⽤があるときは、

適⽤した後の額とします。）をいいます。以下同じとします。）の

⽉額累計額について、その料⾦⽉の第２種ドットフォン着割額

（第２種ドットフォン着割額算定対象通信（その第２種ドットフ

ォン契約が代表機能の利⽤に係る場合であって第２種ドットフ

ォン契約者から申出があった場合は、その代表機能に係る第２種

ドットフォン利⽤回線に係る第２種ドットフォン着割額算定対

象通信を含みます。）の秒数を 60 で除して得た値の端数を切り

捨てた値に 0.5 を乗じて得た額をいいます。以下この欄におい

て同じとします。）を減額して適⽤します。この場合において、

当社は、その料⾦⽉における消費税相当額を加算する前の第２種

ドットフォン着割適⽤対象料⾦の⽉額累計額の国際通話及び国

内通話の⽐率（次表の２の左欄及び右欄にそれぞれ規定する区分

における⽐率をいいます。）で第２種ドットフォン着割額を按分

した額をそれぞれ減額して適⽤します。 

ただし、第２種ドットフォン着割適⽤対象料⾦の⽉額 

累計額が第２種ドットフォン着割額を超えない場合は、第２種ド

ットフォン着割適⽤対象料⾦の⽉額累計額を第２種ドットフォ

ン着割額として取り扱います。 

 

表１  

割引の適⽤）欄に規定する割引の適⽤があるときは、適⽤した後の

額とします。）をいいます。以下同じとします。）の⽉額累計額につ

いて、その料⾦⽉の第２種ドットフォン着割額（第２種ドットフォ

ン着割額算定対象通信（その第２種ドットフォン契約が代表機能

の利⽤に係る場合であって第２種ドットフォン契約者から申出が

あった場合は、その代表機能に係る第２種ドットフォン利⽤回線

に係る第２種ドットフォン着割額算定対象通信を含みます。）の秒

数を 60 で除して得た値の端数を切り捨てた値に 0.5 を乗じて得

た額をいいます。以下この欄において同じとします。）を減額して

適⽤します。この場合において、当社は、その料⾦⽉における消費

税相当額を加算する前の第２種ドットフォン着割適⽤対象料⾦の

⽉額累計額の国際通話及び国内通話の⽐率（次表の２の左欄及び

右欄にそれぞれ規定する区分における⽐率をいいます。）で第２種

ドットフォン着割額を按分した額をそれぞれ減額して適⽤しま

す。 

ただし、第２種ドットフォン着割適⽤対象料⾦の⽉額 

累計額が第２種ドットフォン着割額を超えない場合は、第２種ドッ

トフォン着割適⽤対象料⾦の⽉額累計額を第２種ドットフォン着

割額として取り扱います。 

 

 料⾦ 
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料⾦ 

① 第２種ドットフォン利⽤回線に係る⽀払いを要するダイ

ヤルアウト通信料（その第２種ドットフォン契約が代表機

能の利⽤に係る場合であって第２種ドットフォン契約者か

ら申出があった場合は、その代表機能に係る第２種ドット

フォン利⽤回線に係るダイヤルアウト通信料を含みます。） 

② 第２種ドットフォン利⽤回線から発信した当社の電話等

サービス契約約款に規定する地域指定特定番号着信機能及

び複数同時接続機能に係る通話に関する料⾦（その第２種

ドットフォン契約者の⽀払義務に係るものに限ります。）の

⽉額累計額 
 

 

表２ 

ダイヤルアウト通信の区分 

国際通話（料⾦表第１表第１

（利⽤料⾦）２－２－４（ダ

イヤルアウト通信料）のイ（通

信のうち本邦と外国（インマ

ルサットシステム⼜はボーダ

フォン（マルタ）に係る移動

地球局（海事衛星通信を取り

国内通話（左欄以外のもの

をいいます。） 

 

 ① 第２種ドットフォン利⽤回線に係る⽀払いを要するダイヤ

ルアウト通信料（その第２種ドットフォン契約が代表機能の

利⽤に係る場合であって第２種ドットフォン契約者から申出

があった場合は、その代表機能に係る第２種ドットフォン利

⽤回線に係るダイヤルアウト通信料を含みます。） 

② 第２種ドットフォン利⽤回線から発信した当社の電話等サ

ービス契約約款に規定する地域指定特定番号着信機能及び複

数同時接続機能に係る通話に関する料⾦（その第２種ドット

フォン契約者の⽀払義務に係るものに限ります。）の⽉額累計

額 

 

表２ 

 ダイヤルアウト通信の区分 

 国際通話（料⾦表第１表第１（利

⽤料⾦）２－２－４（ダイヤル

アウト通信料）のイ（通信のう

ち本邦と外国（インマルサット

システム⼜はボーダフォン（マ

ルタ）に係る移動地球局（海事

衛星通信を取り扱う船舶に設置

した地球局及び可搬型地球局を

国内通話（左欄以外のものを

いいます。） 
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扱う船舶に設置した地球局及

び可搬型地球局をいいます。

以下同じとします。）を含み

ます。）との間で⾏われるも

の）に係るダイヤルアウト通

信をいいます。） 
 

 

イ アの場合において、その第２種ドットフォン契約が合算ドット

フォン請求に係るとき（その合算ドットフォン請求に係る契約が

共通編第 34 条の３（債権の譲渡）に規定する債権の譲渡に係る

ときを含みます。）の取り扱いについては、アの規定にかかわら

ず、１（第１種ドットフォン契約に係るもの）（7）（着信秒数に

応じたダイヤルアウト通信料の減額の適⽤）の規定するところに

よります。 

ウ 当社の機器の故障等により加⼊電話等設備、ＩＰ電話設備（当

社が別に定めるものに限ります。）及び料⾦表第１表（料⾦）１

－２－４のイに規定する地域から第２種ドットフォン利⽤回線

への通信について接続通信時間を正しく算定することができな

かった場合の第２種ドットフォン着割額の取り扱いは、次のとお

りとします。 

 (1) 過去１年間の実績を把握することができる場合 

いいます。以下同じとします。）

を含みます。）との間で⾏われる

もの）に係るダイヤルアウト通

信をいいます。） 

 

 

 

 

イ アの場合において、その第２種ドットフォン契約が合算ドット

フォン請求に係るとき（その合算ドットフォン請求に係る契約が

共通編第 34 条の３（債権の譲渡）に規定する債権の譲渡に係ると

きを含みます。）の取り扱いについては、アの規定にかかわらず、

１（第１種ドットフォン契約に係るもの）（7）（着信秒数に応じた

ダイヤルアウト通信料の減額の適⽤）の規定するところによりま

す。 

ウ 当社の機器の故障等により加⼊電話等設備、ＩＰ電話設備（当社

が別に定めるものに限ります。）及び料⾦表第１表（料⾦）１－２

－４のイに規定する地域から第２種ドットフォン利⽤回線への通

信について接続通信時間を正しく算定することができなかった場

合の第２種ドットフォン着割額の取り扱いは、次のとおりとしま

す。 

 (1) 過去１年間の実績を把握することができる場合 

  機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇の初

⽇（初⽇が確定できないときにあっては、種々の事情を総合的に判

断して機器の故障等があったと認められる⽇）の属する料⾦⽉の
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  機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇の

初⽇（初⽇が確定できないときにあっては、種々の事情を総合的

に判断して機器の故障等があったと認められる⽇）の属する料⾦

⽉の前12料⾦⽉の各料⾦⽉における１⽇平均の着信秒数に応じ

た第２種ドットフォン着割額が最⾼となる値に、算定できなかっ

た期間の⽇数を乗じて得た額。 

(2) (1)以外の場合 

把握可能な実績に基づいて当社が別に定める⽅法により算出

した１⽇平均の着信秒数に応じた第２種ドットフォン着割額が

最⾼となる値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た額。 

（注１）本欄ア及びウに規定する当社が別に定めるものは、当社の

ＩＰ通信網サービス契約約款 共通編 別記３（ＶｏＩＰ協定

事業者）(2)（電気通信番号規則別表第６号に定める電話番号

に係るもの）に記載された協定事業者との相互接続に係るもの

とします。 

（注２）本欄ウに規定する当社が別に定める⽅法は、原則として、

次のとおりとします。 

(1) 過去２か⽉以上の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇

前の実績が把握できる各料⾦⽉における１⽇平均の着割額

が最⾼となる値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得

前 12 料⾦⽉の各料⾦⽉における１⽇平均の着信秒数に応じた第

２種ドットフォン着割額が最⾼となる値に、算定できなかった期

間の⽇数を乗じて得た額。 

(2) (1)以外の場合 

把握可能な実績に基づいて当社が別に定める⽅法により算出し

た１⽇平均の着信秒数に応じた第２種ドットフォン着割額が最⾼

となる値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た額。 

（注１）本欄ア及びウに規定する当社が別に定めるものは、当社のＩ

Ｐ通信網サービス契約約款 共通編 別記３（ＶｏＩＰ協定事

業者）(2)（電気通信番号規則別表第６号に定める電話番号に係

るもの）に記載された協定事業者との相互接続に係るものとし

ます。 

（注２）本欄ウに規定する当社が別に定める⽅法は、原則として、次

のとおりとします。 

（注３） 

(1) 過去２か⽉以上の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇前

の実績が把握できる各料⾦⽉における１⽇平均の着割額が最

⾼となる値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た額 

(2) 過去２か⽉間の実績を把握することができない場合  

機器の故障等により正しく算定することができなかっ 
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た額 

(2) 過去２か⽉間の実績を把握することができない場合  

機器の故障等により正しく算定することができなかった 

⽇前の実績が把握できる期間における１⽇平均の着割額⼜

は故障等の回復後の７⽇間における１⽇平均の着割額のう

ち⾼い⽅の値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た

額 

   

２－２ （略） 

 

 

 ３ 第３種ドットフォン契約に係るもの 

    ３－１ 適⽤ 

区  分 内         容 

(1)〜(3) （略）  （略） 

 

 

２－２ （略） 

 

 

 ３ 第３種ドットフォン契約に係るもの 

    ３－１ 適⽤ 

区  分 内         容 

(1)〜(3) （略）  （略） 
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(4) 当社の機器

の故障等により

正しく算定する

ことができなか

った場合の料⾦

の取扱い 

ア （略） 

イ 当社の機器の故障等により加⼊電話等設備、ＩＰ電話設備

（当社が別に定めるものに限ります。）及び料⾦表第１表（料

⾦）１－２－４のイに規定する地域から第３種ドットフォン

利⽤回線への通信について接続通信時間を正しく算定するこ

とができなかった場合の取り扱いについては、（6）（着信秒数

に応じたダイヤルアウト通信料の減額の適⽤）に定めるとお

りとします。 

（注１）（略） 

（注２）本欄イに規定する当社が別に定めるものは、当社のＩＰ

通信網サービス契約約款 共通編 別記３（ＶｏＩＰ協定事業

者）(2)（電気通信番号規則別表第６号に定める電話番号に係

るもの）に記載された協定事業者との相互接続に係るものと

します。 

(5) （略） （略） 

(6) 着信秒数に

応じたダイヤルア

ウト通信料の減額

の適⽤ 

ア 当社は、第３種ドットフォンサービス（タイプ６に限ります。）に

係る減額について次のとおり適⽤します。 

(1) 削除  

 

(2) 削除  

(4) 当社の機器

の故障等により

正しく算定する

ことができなか

った場合の料⾦

の取扱い 

ア （略） 

イ 削除 

 

 

 

 

 

（注１）（略） 

 

 

 

 

(5) （略） （略） 

(6) 削除 削除 

ア 当社は、第３種ドットフォンサービス（タイプ６に限ります。）に係

る減額について次のとおり適⽤します。 

(2) 削除  
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(3) 第３種ドットフォン契約（タイプ６に係るものに限ります。）が合

算ドットフォン請求に係るとき（その合算ドットフォン請求に係る契

約が共通編第 34 条（債権の譲渡）に規定する債権の譲渡に係るとき

を含みます。）の取り扱いについては、１（第１種ドットフォン契約

に係るもの）（7）（着信秒数に応じたダイヤルアウト通信料の減額の

適⽤）の規定するところによります。 

 

 表１ 削除 

 

 表２ 

 ダイヤルアウト通信の区分  

 国際通話（料⾦表第１表第１ 

（利⽤料⾦）３－２－４（ダ 

イヤルアウト通信料）のイ 

（通信のうち本邦と外国（イ 

ンマルサットシステム⼜は 

ボーダフォン（マルタ）に係 

る移動地球局（海事衛星通信 

を取り扱う船舶に設置した 

地球局及び可搬型地球局を 

いいます。以下同じとしま 

国内通話（左欄以外のものをいい

ます。） 

 

(2) 削除  

(3) 第３種ドットフォン契約（タイプ６に係るものに限ります。）が合

算ドットフォン請求に係るとき（その合算ドットフォン請求に係る契

約が共通編第 34 条（債権の譲渡）に規定する債権の譲渡に係るとき

を含みます。）の取り扱いについては、１（第１種ドットフォン契約に

係るもの）（7）（着信秒数に応じたダイヤルアウト通信料の減額の適

⽤）の規定するところによります。 

 

 表１ 削除 

 

 表２ 

 ダイヤルアウト通信の区分  

 国際通話（料⾦表第１表第１ 

（利⽤料⾦）３－２－４（ダ 

イヤルアウト通信料）のイ 

（通信のうち本邦と外国（イ 

ンマルサットシステム⼜は 

ボーダフォン（マルタ）に係 

る移動地球局（海事衛星通信 

を取り扱う船舶に設置した 

地球局及び可搬型地球局を 

国内通話（左欄以外のものをいい

ます。） 
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す。）を含みます。）との間で 

⾏われるもの）に係るダイヤ 

ルアウト通信をいいます。） 

イ 削除 

 ウ 当社の機器の故障等により加⼊電話等設備、ＩＰ電話設備（当社が

別に定めるものに限ります。）及び料⾦表第１表（料⾦）１－２－４

のイに規定する地域から第１種ドットフォン利⽤回線への通信につ

いて接続通信時間を正しく算定することができなかった場合の第３

種ドットフォン着割額（第３種ドットフォン着割額(ⅰ)及び第３種ド

ットフォン着割額(ⅱ)とします。以下同じとします。）の取り扱いは、

次のとおりとします。 

 (1) 過去１年間の実績を把握することができる場合 

  機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇の初⽇

（初⽇が確定できないときにあっては、種々の事情を総合的に判断し

て機器の故障等があったと認められる⽇）の属する料⾦⽉の前 12 料

⾦⽉の各料⾦⽉における１⽇平均の着信秒数に応じた第３種ドット

フォン着割額が最⾼となる値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じ

て得た額。 

(2) (1)以外の場合 

把握可能な実績に基づいて当社が別に定める⽅法により算出した

１⽇平均の着信秒数に応じた第３種ドットフォン着割額が最⾼とな

いいます。以下同じとしま 

す。）を含みます。）との間で 

⾏われるもの）に係るダイヤ 

ルアウト通信をいいます。） 

イ 削除 

 ウ 当社の機器の故障等により加⼊電話等設備、ＩＰ電話設備（当社が

別に定めるものに限ります。）及び料⾦表第１表（料⾦）１－２－４の

イに規定する地域から第１種ドットフォン利⽤回線への通信につい

て接続通信時間を正しく算定することができなかった場合の第３種

ドットフォン着割額（第３種ドットフォン着割額(ⅰ)及び第３種ドッ

トフォン着割額(ⅱ)とします。以下同じとします。）の取り扱いは、次

のとおりとします。 

 (1) 過去１年間の実績を把握することができる場合 

  機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇の初⽇

（初⽇が確定できないときにあっては、種々の事情を総合的に判断し

て機器の故障等があったと認められる⽇）の属する料⾦⽉の前 12 料

⾦⽉の各料⾦⽉における１⽇平均の着信秒数に応じた第３種ドット

フォン着割額が最⾼となる値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じ

て得た額。 

(2) (1)以外の場合 

把握可能な実績に基づいて当社が別に定める⽅法により算出した１
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る値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た額。 

（注１）本欄ウに規定する当社が別に定めるものは、当社のＩＰ通信網

サービス契約約款 共通編 別記３（ＶｏＩＰ協定事業者）(2)（電気

通信番号規則別表第６号に定める電話番号に係るもの）に記載され

た協定事業者との相互接続に係るものとします。 

（注２）本欄ウに規定する当社が別に定める⽅法は、原則として以下の

とおりとします。 

(1)過去２か⽉以上の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇前の実績

が把握できる各料⾦⽉における１⽇平均の割引額算定対象着信秒数

が最低となる値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た秒数 

(2)過去２か⽉間の実績を把握することができない場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇前の実績

が把握できる期間における１⽇平均の割引額算定対象着信秒数⼜は

故障等の回復後の７⽇間における１⽇平均の割引額算定対象着信秒

数のうち低い⽅の値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た秒

数 

 

(7)〜(9) （略） （略） 

 

   ３－２ （略） 

⽇平均の着信秒数に応じた第３種ドットフォン着割額が最⾼となる値

に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た額。 

（注１）本欄ウに規定する当社が別に定めるものは、当社のＩＰ通信網

サービス契約約款 共通編 別記３（ＶｏＩＰ協定事業者）(2)（電気通

信番号規則別表第６号に定める電話番号に係るもの）に記載された協

定事業者との相互接続に係るものとします。 

（注２）本欄ウに規定する当社が別に定める⽅法は、原則として以下の

とおりとします。 

(1)過去２か⽉以上の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇前の実績が

把握できる各料⾦⽉における１⽇平均の割引額算定対象着信秒数が

最低となる値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た秒数 

(2)過去２か⽉間の実績を把握することができない場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった⽇前の実績が

把握できる期間における１⽇平均の割引額算定対象着信秒数⼜は故

障等の回復後の７⽇間における１⽇平均の割引額算定対象着信秒 

低い⽅の値に、算定できなかった期間の⽇数を乗じて得た秒数 

 

(7)〜(9) （略） （略） 

 

   ３－２ （略） 
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 第２ （略） 

 

第２表〜第３表 （略） 

 

 

 第２ （略） 

 

第２表〜第３表 （略） 

 

 

 

附 則（令和３年２⽉ 26 ⽇ ＡＰＳ１サ第 00749111 号） 

（実施期⽇） 

１ この改正規定は、令和３年４⽉１⽇から実施します。 

（経過措置） 

２ この改正規定実施前に⽀払い⼜は⽀払わなければならなかった電気通信サービスの料⾦ 

の他の債務については、なお従前のとおりとします。 

３ この改正規定実施前にその事由が⽣じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いにつ

いては、なお従前のとおりとします。 

 


